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報道関係各位 

2024年5月16日 

 

エーオン調査： 2023 年のアジア太平洋地域の自然災

害による経済損失は 650 億米ドル 

アジア太平洋地域の損害のうち 91％は保険未加入   

 

幅広く専門的なソリューションを提供するリーディングカンパニーのAon plc (NYSE: AON) は、

気候と大規模自然災害レポート2024よりアジア太平洋地域のインサイトを発表しました。本レポ

ートは、ボラティリティを抑制し、幅広くレジリエンスを高めるための価値ある決断をサポートす

ることを目的として、アジア太平洋地域の自然災害と気候の傾向を明らかにしています。 

 

本レポートによると、2023年には世界全体で398件の自然災害が発生し、12ヶ月間の経済損失は

21世紀の平均を22％上回る3,800億米ドル（2022年：3,550億米ドル）となりました。 

 

エーオンのアジア太平洋地域再保険ソリューションCEOであるジョージ・アタードは、次のように

述べています： 「エーオンのアジア太平洋地域における2023年グローバル リスクマネジメントサ

ーベイ」の調査結果は、気候変動がトップ10には入っていないものの、上位10リスクの中にある

４つのリスク：事業中断、急速に変化する市場動向、流通やサプライチェーンの途絶、法令・規制

の変化に直接影響があることを示しています。気候が新たな異常気象の記録をけん引する中、企業

は気候リスクの直接的・間接的影響を定量化し、対処していく必要があります。企業は、気候の傾

向を分析し、リスクに対処するためのより良い意思決定を行い、事業や従業員、そしてそれらが影

響を与える地域社会の回復力を高めるために、高度な分析と専門家を活用する必要があります。 

 

洪水は依然として繰り返される脅威 

https://www.aon.com/
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『2024 Climate and Catastrophe Insight』報告書によると、アジア太平洋地域では洪水が依然

として繰り返し発生する脅威であり、2010年以降、年間損害額は毎年300億米ドルを超えていま

す。洪水による損害は4年連続で最も大きな損害となり、2023年の損害総額の64％以上を占めま

した。アジア太平洋地域の損害の約半分は中国の洪水によるもので、経済損失は320億米ドル以

上、保険損害は14億米ドルでした。2023年には、香港、韓国、インド、パキスタンを含む多くの

場所で大規模な洪水や記録的な降雨が発生し、南アジアの洪水（パキスタンとインド）では2,900

人近い死者を出しています。影響がでている地域の多くは、保険の普及率が非常に低いことも明ら

かとなっています。 

 

一般的に、人口が多い地域は投資や潜在的な保険加入率の高さにより自然災害に対する備えが整っ

ている一方で、特に前例のない気象現象に関しては、都市の著しい発展が予期せぬリスクにつなが

る可能性があります。例えば、香港では台風が想定されており、それに伴うリスクは十分に理解さ

れています。しかし、2023年の降雨による鉄砲水は平均レベルを超えていたため、重大なプロテ

クションギャップが露呈する結果となりました。 

 

アジアとオセアニアの熱帯低気圧による経済損失は約130億米ドル、保険損害は14億米ドルで、

21世紀の平均を53％、70％下回り、熱帯低気圧による死者数は2年連続で比較的少ない水準にと

どまりました。これは、災害対応や適応策が改善された結果であることが考えられます。しかし、

5月のサイクロン「モカ」の影響で少なくとも463人の死者数をだしたミャンマーをはじめ、多く

の地域社会が依然として脆弱な状況にあることも判明しています。 

 

増加する災害 

2023年、アジア太平洋地域は複数の大地震に見舞われました。10月にアフガニスタンのヘラート

州で発生した一連の地震は1,500人近くの死者数を記録、12月には中国の甘粛省で20万棟以上の家

屋が被害を受けました。2023年のアジア地域では、猛暑も予期せぬ危険な状況となり、アジア地

域の一部では異常気温が長期化しました。特に中国では7月に52.2℃まで気温が上昇し、全国的な

暑さの新記録を樹立しています。 

特に、4月と5月には、南アジアと東南アジアの多くの国が数週間にわたる熱波に見舞われ、特に中

国とインドに影響を及ぼした干ばつにより、数十億ドルの損失が発生しました。 
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エーオンの日本における再保険ソリューションのプレジデントである鷲尾直樹は、次のように述べ

ています：  

「アジア全域で、保険業界が政府やその他の機関とより緊密に連携し、自然災害から地域社会を守

る必要があります。 

例えば日本では、政府は洪水、高潮、津波対策強化のため、2020年に気候変動の影響を考慮する

よう海岸保全基本方針を改定しました。この方針に基づき、地方自治体は海岸保全基本計画の見直

しを進めており、昨年、東京都は新たな方針を反映した海岸保全計画の改訂版を公表しています。

この計画では、一部の沿岸堤防の高さが1メートル以上引き上げられます。河川管理についても同

様に、国土交通省は河川整備基本方針を更新し、気候変動の影響を取り入れはじめています。 

 

保険業界は、このような新たな知見を活用しつつ、リスクの定量化や保険/再保険による財務上の

リスク移転ソリューションの手配というソフト面から、これらのハード面での対策をサポートして

います。 

先進的なリスク評価分析に基づくインサイトにより、様々なリスクを抱える企業や保険会社が、適

切なリスク保有方針についてより良い情報に基づいた意思決定を行うことが、今後、災害への備え

を検討する重要なポイントになるでしょう。」 

 

2023年のアジア太平洋地域の経済損失イベントのトップ10 

発生時期 災害 発生地 死亡者数 経済損失 

(10 億ドル) 
05/22-09/30 洪水 中国 370 32.15 

04/01-10/31 干ばつ インド N/A 3.60 

01/01-12/31 干ばつ 中国 N/A 2.70 

05/13-05/15 
サイクロン 「モカ

（Mocha）」 
ミャンマー、バングラデシュ、インド 466 2.30 

07/26-08/01 
台風「トクスリ

（Doksuri）」 
フィリピン、台湾、中国、ベトナム 106 2.15 

10/04 洪水 インド 179 1.40 

05/28-06/02 洪水 日本 5 1.35 
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2023年の世界の経済損失トップ10 

 

 

地球温暖化抑制に向けた取り組みが進む中、企業や投資家は次の3つの視点で気候変動をとらえる

ことができます： 

① 財務上のリスクからポートフォリオを守る 

② 気候変動解決策における成長の機会から恩恵を受ける 

③ ネット・ゼロに移行する世界において、どのようにプラスの影響を与え、役割を果たすかを決

定する 

 

気候と大規模自然災害レポート2024 アジア太平洋地域のインサイト詳細はこちら  

 

08/26-09/03 
台風「サオラ―

（ Saola）」 
東アジア 1 1.35 

04/01-04/30 洪水 中国 0 1.00 

12/18 地震 中国 151 1.00 

発生時期 災害 発生地 死亡者数 経済損失 

(10 億ドル) 
02/06-02/20 トルコとシリアの地震 トルコとシリア 59,272 92.4 

05/22-09/30 中国の洪水 中国 370 32.2 

10/25-10/26 ハリケーン「オーティス

（Otis）」 

メキシコ 52 15.3 

01/01-06/30 ラプラタ盆地の干ばつ ブラジル、アルゼンチン、ウ

ルグアイ 

N/A 15.3 

01/01-12/31 米国の干ばつ 米国 N/A 14.0 

05/13-05/17 エミリアロマーナ州の洪水 イタリア 15 9.8 

03/01-03/03 対流性ストーム 米国 13 6.2 

07/21-07/26 対流性ストーム ヨーロッパ 11 5.8 

08/08-08/17 ハワイの山火事 米国 100 5.5 

03/31-04/01 対流性ストーム 米国 37 5.5 

https://www.aon.com/apac/insights/blog/climate-events-in-asia-create-opportunities-for-collaboration-and-innovation?searchtext=JWC
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エーオンについて 

Aon plc (NYSE: AON) は、世界中の人々の生活を守り豊かにするために、皆さまを価値ある決断

に導くビジネスを行っています。エーオングループでは世界 120 以上の国と地域のお客さまに対

し、明確な根拠と自信を持って、自らのビジネスを守り豊かになるための価値ある決断を行ってい

ただけるよう、アドバイスとソリューションを提供しています。 

LinkedIn、X、Facebook、Instagram でエーオンをフォローしてください。最新情報は、 エー

オンニュースルームをご覧ください。また、ニュースアラートの登録は こちらです。 

 

報道関係者様お問い合わせ先 

齊藤 

pr.japan@aon.com 

03 4589 4430 
 

免責事項 

本文書に含まれる情報は、一般的な指針としての情報提供のみを目的としたものであり、特定の個人または団体の状況に対

処すべきことを意図したものではありません。エーオンは、正確かつタイムリーに情報を提供するよう努め、信頼性のある

情報源を使用していますが、本文書の内容の正確性、妥当性、完全性、または目的への適合性を保証、表明、金銭的に保証

するものではなく、本文書に依拠し何らかの形で被った損失について、一切の責任を負いません。また、本文書に含まれる

情報が、本文書を受領した時点または将来にわたっての正確性を保証するものではありません。いかなる個人または団体

も、このような情報に基づいて行動をとる際は、適切な専門家のアドバイスをうけ、調査を行うようにしてください。 

https://www.aon.com/
https://www.linkedin.com/company/aon
https://twitter.com/Aon_plc
https://www.facebook.com/Aonplc
https://www.instagram.com/lifeataon/
https://www.aon.com/home/news.jsp
https://www.aon.com/home/news.jsp
https://aon.mediaroom.com/get-news-alerts-by-email
http://pr.japan@aon.com

